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Ⅰ 研究開発の評価の実施状況 

 

各府省等において実施されている研究開発は、 

・ プロジェクト研究等のように、「研究開発課題」という基礎的な単位で実施されてい

るものと、 

・ 競争的資金や公募型研究開発のように、複数の研究開発課題で構成される研究

制度・プログラムとして実施されているもの 

の 2 つに大きく分けられる。 

「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成 20 年 10 月 31 日内閣総理大臣決

定。以下「大綱的指針」という。）」においては、効果的、効率的に研究開発を推進する

観点から、研究開発の開始前、中間時、終了時等研究開発実施の各段階で評価を

行うことを求めている。 

本調査では、各府省等が実施する研究開発について、上記の 2 つに区分して、府

省等における開始前、中間時及び終了時の各段階の評価の実施状況の把握を行っ

た。 

本調査項目では、次の条件に該当するものを対象とした。なお、研究制度・プログ

ラムについては、個々の研究開発課題ではなく、制度・プログラム全体の予算額であ

り、評価も制度・プログラム全体を対象に行ったものを整理している（他の調査項目に

おいても同様）。 

① 2009 年度若しくは 2010 年度の予算額が 10 億円以上のもの、又は、平均単年度

予算額が 5 億円以上のもの 

② 開始前評価の調査対象は①のうち 2001 年度以降開始したもの 

③ 中間評価の調査対象は①のうち 2001 年度以降開始したもの 

④ 終了時評価の調査対象は①のうち 2001 年度以降終了したもの 

本調査の結果は、以下のとおり。 

 

 

１ 研究開発課題の開始前、中間時及び終了時の評価実施状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙１の表 1 のとおり。 

（研究開発課題 197 件の開始前評価及び中間評価、並びに、研究開発課題 206 件

の終了時評価） 

 

（２）開始前評価の実施状況 
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府省別の開始前評価の実施状況は、別紙１の表 2 のとおり。これから、次のような

集計結果が得られる。 

・ 調査対象 197 件中 193 件（98%）で開始前評価が実施されている。 

・ 文部科学省においては調査対象 41 件中 2 件で、防衛省においては同 42 件中 2

件で開始前評価が実施されていない。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発課題の開始前評価の関連部分抜粋） 

評価は、その研究開発課題の開始前に、実施の必要性、目標や計画の妥当性等を把握し、

予算等の資源配分の意思決定等を行うために実施する。 

 

（３）中間評価の実施状況 

府省別の中間評価の実施状況は、別紙１の表 3 のとおり。これから、次のような集

計結果が得られる。 

・ 調査対象 197 件中 163 件が実施期間が 5 年を超えるものであるが、それら 163

件中 161 件（99%）において中間評価が実施（予定されているものを含む）されてい

る。 

・ 実施期間が 5 年を超える 163 件中 114 件（70%）において開始 3 年以内に中間評

価が実施（予定されているものを含む）されている。 

・ 文部科学省においては、調査対象の 41 件のうち、2 件が実施期間 5 年を超えても

現時点では中間評価が実施又は予定されていない。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発課題の中間評価の関連部分抜粋） 

研究開発課題の実施期間が長期にわたる場合には、3年程度毎を目安に（中略）中間評価

を実施する。ただし、実施期間が 5 年程度で終了前に終了時の評価が予定される研究開発

課題については、計画等の重要な変更の必要が無い場合には、（中略）中間評価の実施は必

ずしも要しない。 

 

（４）終了時評価の実施状況 

府省別の終了時の評価の実施状況は、別紙 1 の表 4 のとおり。これから、次のよう

な集計結果が得られる。 

・ 調査対象 206 件中 188 件（91%）が終了時の評価が実施又は予定されている。 

・ 文部科学省においては、調査対象の 29 件のうち過半を超える 18 件が最終的に

は終了時の評価を行うとしているものの、現時点では終了時の評価が実施又は

予定されていない。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発課題の終了時の評価の関連部分抜粋） 
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（評価は、）研究開発課題の終了時に、目標の達成状況や成果の内容等を把握し、その後の課

題発展への活用等を行うため実施する。 

 

 

２ 研究制度・プログラムの中間時及び終了時の評価実施状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 2 の表１のとおり。 

（研究制度・プログラム 76 件の開始前評価及び中間評価、並びに、研究制度・プロ

グラム 66 件の終了時評価） 

 

（２）開始前評価の実施状況 

府省別の開始前評価の実施状況は、別紙 2 の表 2 のとおり。これから、次のような

集計結果が得られる。 

・ 調査対象 76 件中 73 件（96%）が開始前評価が実施されている。 

・ 文部科学省においては調査対象 41 件中 3 件で開始前評価が実施されていない。

 

（参考）大綱的指針（研究開発施策の開始前評価の関連部分抜粋） 

評価を実施する主体は、その開始前に、国の政策や機関等の設置目的に照らした実施の

必要性、目標や計画の妥当性等を把握し、予算等の資源配分の意思決定等を行うための評

価（中略）を実施する。 

 

（３）中間評価の実施状況 

府省別の中間評価の実施状況は、別紙 2 の表 3 のとおり。これから、次のような集

計結果が得られる。 

・ 調査対象 76 件中 69 件が実施期間が 5 年を超えるものであるが、それら 69 件中

67 件（97%）で中間評価を実施又は予定しているが、このうち開始 5 年以内に中間

評価を実施したものは 61 件（88%）となっている。 

・ 文部科学省においては調査対象 41 件中 2 件で実施期間が 5 年を超えても、現時

点では中間評価の実施が予定されていない。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発施策の中間評価の関連部分抜粋） 

研究開発施策に実施期間の定めがない場合には、5 年毎を目安に（中略）中間評価を実施す

る。 

 

（４）終了時評価の実施状況 
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府省別の終了時評価の実施状況は、別紙 2 の表 4 のとおり。これから、次のような

集計結果が得られる。 

・ 調査対象 66 件中 63 件（95%）が終了時の評価が実施又は予定されている。 

・ 文部科学省においては調査対象 30 件中 3 件で最終的には終了時の評価を行う

としているものの、現時点では終了時の評価の実施が予定されていない。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発施策の終了時の評価の関連部分抜粋） 

（前略）その終了時に、目標の達成状況や成果等を把握し、その後の施策展開への活用等を行

うための評価を実施する。 
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Ⅱ 評価の活用及び評価結果の公表の実施状況 

 

大綱的指針においては、評価結果の取扱いとして、「PDCA サイクル」を構築する

観点から、研究開発計画の改善・見直しや、次の研究開発の企画立案等に活用する

こととしている。また、国民への説明責任を果たすとともに、研究開発成果や評価結

果が社会、産業において広く活用されるよう、評価情報を積極的に公表することを求

めている。 

本調査では、そのような大綱的指針の趣旨を踏まえつつ、各府省等が実施する研

究開発を、研究開発課題と研究制度・プログラムの 2 つに区分し、府省等における開

始前、中間時及び終了時の評価における、評価結果の活用及び評価結果の公表の

実施状況の把握を行った。 

なお、本調査項目では、次の条件に該当するものを対象とした。 

① 2009 年度若しくは 2010 年度の予算額が 10 億円以上、又は、平均単年度予算額

が 5 億円以上の研究開発課題及び研究制度・プログラムの評価 

② 開始前、中間時及び終了時の評価のそれぞれについて、2001 年度以降に実施し

た又は実施予定であるもの 

 ただし、今後実施が予定されている評価であって、評価結果の公表及び評価の活用

に関する計画が未定のものは対象外としている。 

本調査の結果は、以下のとおり。 

 

 

１ 評価の活用の実施状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 3 の表１のとおり。 

（研究開発課題については、開始前評価 181 件、中間評価 179 件、終了時評価 90

件の合計 450 件。研究制度・プログラムについては、開始前評価 73 件、中間評価 71

件、終了時評価 32 件の合計 176 件。） 

 

（２）研究開発課題の評価の活用の実施状況 

府省別の研究開発課題の評価の活用の実施状況は、別紙 3 の表 2 のとおり。 

これから、次のような集計結果が得られる。 

・ 各段階の評価において、調査対象 450 件中 415 件（92%）が説明責任を果たすこと

を評価の目的として挙げている。 

・ 開始前の評価において、調査対象181件中153件（85%）が評価結果を研究開発計
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画案の改善や見直しに活用している。経済産業省においては、開始前評価結果を

計画案の改善・見直しに活用しているとした割合（調査対象 89 件中 61 件、69%）が

低い状況にある。 

・ 中間評価において、調査対象 179 件中 175 件（98%）が評価結果を研究開発の継

続又は中止の判断に活用するとともに、調査対象 179 件中 161 件（90%）が評価結

果を研究開発計画の見直しに活用している。 

・ 終了時の評価において、調査対象90件中85件（94%）が評価結果を次の研究開発

の企画立案に活用している。防衛省（注）を除くと、終了時の評価において、調査対

象 76 件中 71 件（93%）が評価結果を関連施策（実用化支援施策等）の企画立案又

は見直しや、独立行政法人の中期計画の策定等に活用するとともに、調査対象 76

件中 64 件（84%）が評価結果を研究開発システム（実施体制、評価体制）の改善に

活用している。 

注） 防衛省における研究開発は自衛隊の装備品開発を目的としており、評価結果を実用化支援

等の関連施策等に活用する必要性が少ない。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発課題の評価の活用の関連部分抜粋） 

研究開発課題の評価結果については、評価を実施した主体及び研究開発を実施した主体が、

それぞれの特性に応じて予算、人材等の資源配分への反映、研究開発の質の向上のための助言

等に活用する。さらに、研究開発に関係する施策、政策等の企画立案やその効果的・効率的な推

進に活用する。 

研究開発への国費の投入等に関する国民に対する説明責任を果たすとともに、研究開発評価

の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業において広く活用さ

れるよう、評価を実施した主体はその実施した評価の結果を国民に積極的に公表する。 

 

（３）研究制度・プログラムの評価の活用の実施状況 

府省別の研究制度・プログラムの評価の活用の実施状況は、別紙 3 の表 3 のとお

り。 

これから、次のような集計結果が得られる。 

・ 各段階の評価において、調査対象 176 件中 173 件（98%）が説明責任を果たすこと

を評価の目的として挙げている。 

・ 開始前の評価において、調査対象73件中59件（81%）が評価結果を施策の制度設

計の改善や見直しに活用している。経済産業省においては、開始前評価結果を計

画案の改善・見直しに活用しているとした割合（調査対象 23 件中 9 件、39%）が低い

状況にある。 

・ 中間評価において、調査対象71件中65件（92%）が評価結果を施策の継続又は中

止の判断に活用するとともに、調査対象 71 件中 62 件（87%）が評価結果を施策の
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見直しに活用している。 

・ 終了時の評価において、調査対象32件中27件（84%）が評価結果を次の研究開発

施策の企画立案に活用するとともに、調査対象 32 件中 24 件（75%）が評価結果を

関連施策（実用化支援施策等）の企画立案又は見直しや、独立行政法人の中期計

画の策定等に活用する一方、評価結果を研究開発システム（実施体制、評価体

制）の改善に活用しているとしたのは、調査対象 32 件中 7 件（22%）と低くなってい

る。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発施策の評価の活用の関連部分抜粋） 

研究開発施策を実施する主体は、その評価結果について、それぞれの特性に応じて予算、人

材等の資源配分への反映、施策の改善等に活用するとともに、国民に対する説明責任を果たすた

めこれらの活用状況をモニタリングし、公表する。さらに、研究開発に関係する政策等の企画立案

やその効果的・効率的な推進に活用する。 

研究開発への国費の投入等に関する国民に対する説明責任を果たすとともに、研究開発評価

の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業において広く活用さ

れるよう、評価を実施した主体はその実施した評価の結果を国民に積極的に公表すること。 

 

 

２ 評価結果の公表状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 3 の表１のとおり。 

（研究開発課題については、開始前評価 181 件、中間評価 179 件、終了時評価 90

件の合計 450 件。研究制度・プログラムについては、開始前評価 73 件、中間評価 71

件、終了時評価 32 件の合計 176 件。） 

 

（２）研究開発課題の評価結果の公表状況 

府省別の研究開発課題の評価結果の公表状況は、別紙 3 の表 4 のとおり。 

これから、次のような集計結果が得られる。 

・ 調査対象450件中419件（93%）が、国家安全保障上の理由から積極的公表が難し

い防衛省を除くと、361 件中 360 件（99%）がホームページ等で公表している。 

・ 公表が行われている449件中446件（99%）において評価結果のみならず研究成果

についても公表されている。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発課題の評価結果の公表の関連部分抜粋） 

研究開発への国費の投入等に関する国民に対する説明責任を果たすとともに、研究開発評価
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の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業において広く活用さ

れるよう、評価を実施した主体はその実施した評価の結果を国民に積極的に公表する。この場合、

個人情報の秘密保持、知的財産の保全、国家安全保障等に配慮しつつ、評価の結論だけではな

く、研究開発の目標、実施内容、得られた成果、自己点検の内容、さらに、評価結果による新たな

研究開発の展開や政策への反映なども含めて解りやすくまとめて公表するよう努める。 

 

（３）研究制度・プログラムの評価結果の公表状況 

府省別の研究制度・プログラムの評価結果の公表状況は、別紙 3 の表 5 のとおり。 

これから、次のような集計結果が得られる。 

・ 調査対象 176 件中 176 件（100%）がホームページ等で公表されている。 

・ それら 176 件中 166 件（94%）において評価結果のみならず制度実績についても公

表されている。 

 

（参考）大綱的指針（研究開発施策の評価結果の公表の関連部分抜粋） 

研究開発への国費の投入等に関する国民に対する説明責任を果たすとともに、研究開発評価

の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業において広く活用さ

れるよう、評価を実施した主体はその実施した評価の結果を国民に積極的に公表すること。この場

合、個人情報の秘密保持、知的財産の保全、国家安全保障等に配慮しつつ、評価の結論だけで

はなく、研究開発の目標、実施内容、得られた成果、自己点検の内容、さらに、評価結果に基づく

新たな研究開発の展開や政策への反映なども含めて解りやすくまとめて公表する。 

 



 9

Ⅲ 追跡評価の実施状況 

 

大綱的指針においては、国費投入額、重点推進分野等の観点から主要な研究開

発課題等を選定して、終了後一定の時間を経過してから、波及効果や副次的効果の

把握、過去の評価の妥当性の検証等を目的に追跡評価を実施することを求めてい

る。 

本調査では、各府省及び主な研究開発法人における追跡調査の実施状況の把握

を行った。 

 

１ 各府省の追跡評価の実施状況 

各府省の追跡評価の実施状況は別紙 4 の表 1 のとおり。 

・ 文部科学省、経済産業省、厚生労働省、農林水産省、総務省及び防衛省の6省に

おいて追跡評価を開始するための取組が進められている。 

（経済産業省及び農林水産省の 2 省において各々1999 年度、2006 年度から既に

実施されており、文部科学省、総務省及び防衛省の 3 省において 2010 年度から実

施される予定。厚生労働省については具体的な実施時期は未定。） 

 

２ 研究開発法人の追跡評価の実施状況 

研究開発法人の追跡評価の実施状況は別紙 4 の表 2 のとおり。 

・ 防災科学技術研究所、宇宙航空研究開発機構（以上文部科学省所管）、NEDO

（経済産業省所管）、情報通信研究機構（総務省所管）及び国立環境研究所（環境

省所管）の 5 法人において追跡評価を実施するための取組が進められている。 

（NEDO においては 2004 年度から実施されており、残りの 4 法人については、追跡

評価の実施に向けた検討がされているものの、具体的な実施時期は未定。） 

 

（参考）大綱的指針（追跡評価の関連部分抜粋） 

終了後、一定の時間を経過してから、追跡評価を実施する。追跡評価においては、その波及効

果や副次的効果等の把握、過去の評価の妥当性の検証等を行い、その結果を次の研究開発課

題の検討や評価の改善等に活用する。追跡評価については、国費投入額が大きい、重点的に推

進する分野などの主要な研究開発課題から対象を選定して実施する。 
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Ⅳ 国の研究開発評価に関する大綱的指針の改訂点への対応状況 

 

大綱的指針については、総合科学技術会議設置以降、2001 年度、2005 年度及び

2008 年度に改訂が行われている。 

現行の大綱的指針は、 

① 優れた研究開発の成果を次の段階に切れ目なくつなげること 

② 過重な評価作業負担を回避すること 

③ 研究開発の国際水準の向上を目指すこと 

等を主要な観点に、2008 年 10 月 31 日に改訂が行われている。改訂に沿った取組の

指標として次のような事項が挙げられる。 

・ 評価結果を次の研究開発に切れ目なくつなげるために、終了時の評価を終了前に

実施 

・ 被評価者の自己点検結果を利用した効率的な評価の実施 

・ 海外の専門家を評価者として活用 

・ 目標や成果について国際的なベンチマークに基づき評価 

・ 外部の専門家等を評価者とする外部評価の実施 

本調査では、各府省等における開始前、中間時及び終了時の評価における、上記

の大綱的指針の改訂点への対応状況の把握を行った。 

本調査項目では、次の条件に該当するものを対象とした。 

① 2009 年度若しくは 2010 年度の予算額が 10 億円以上、又は、平均単年度予算額

が 5 億円以上の研究開発課題及び研究開発施策の評価 

② 開始前、中間時及び終了時の評価のそれぞれについて、2008 年 10 月以降に実

施した又は実施予定であるもの 

本調査の結果は、以下のとおり。 

 

 

１ 終了前評価の対応状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 5 の表１のとおり。 

研究開発課題及び研究制度・プログラムの終了時評価 178 件について調査を行っ

た。 

 

（２）対応状況 

府省別の対応状況は、別紙 5 の表 2 のとおり。これから、次のような集計結果が得
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られる。 

・ 終了前評価の実施状況については、後継事業も予定されていなかった等の理由

もあり、調査対象 178 件中 29 件（16%）と低い水準にとどまっている。 

・ 終了前評価を実施した 29 件のうち 21 件で次の研究開発の企画立案に、21 件で研

究開発関連施策の企画立案に活用されている。 

 

（参考）大綱的指針（終了前評価の関連部分抜粋） 

終了時の評価は、その後の発展が見込まれる優れた研究開発成果を切れ目なく次につなげて

いくために、研究開発課題が終了する前の適切な時期に実施する。 

 

 

２ 被評価者の自己点検結果の活用の対応状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 5 の表１のとおり。 

（研究開発課題及び研究制度・プログラムの開始前評価 35 件、中間評価 108 件、

終了時評価 46 件の合計 189 件） 

 

（２）対応状況 

府省別の対応状況は、別紙 5 の表 3 のとおり。これから、次のような集計結果が得

られる。 

・ 調査対象 189 件中 143 件（76%）が自己点検結果を活用している。 

・ 開始前、中間時及び終了時で比較した場合、開始時の評価では 35 件中 10 件

（29%）、中間評価では 108 件中 96 件（89%）、終了時の評価では 46 件中 37 件（80%）

となっている。 

 

（参考）大綱的指針（自己点検の活用の関連部分抜粋） 

評価への被評価者等の主体的な取組を促進し、また、評価の効率的な実施を推進するため、

府省、研究開発機関や研究者などの被評価者等が、（中略）自己点検を行い、評価者はその内容

の確認等を行うことにより評価を実施する。 

 

 

３ 海外の専門家を評価者として活用の対応状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 5 の表１のとおり。 
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（研究開発課題及び研究制度・プログラムの開始前評価 35 件、中間評価 103 件、

終了時評価 46 件の合計 184 件） 

 

（２）対応状況 

府省別の対応状況は、別紙 5 の表 4 のとおり。これから、次のような集計結果が得

られる。 

・ 調査対象 184 件中 77 件（42%）が海外の専門家を評価者として活用している。な

お、開始前、中間時及び終了時の評価の時点によって、特に対応状況の有意な差

は見受けられない。 

・ 経済産業省（56 件中 53 件、95%）、厚生労働省（4 件中 4 件、100%）、農林水産省（3

件中 3 件、100%）及び環境省（7 件中 7 件、100%）において実施割合が高くなってい

る。 

 

（参考）大綱的指針（海外専門家の評価者として活用の関連部分抜粋） 

（前略）評価者として海外の専門家を参加させる（中略）など研究開発評価に関しても、実施体

制や実施方法などの全般にわたり、評価が国際的にも高い水準で実施されるよう取り組んでいく必

要がある。 

 

 

４ 国際的ベンチマークに基づく評価の対応状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 5 の表１のとおり。 

（研究開発課題及び研究制度・プログラムの開始前評価 36 件、中間評価 129 件、

終了時評価 58 件の合計 223 件） 

 

（２）対応状況 

府省別の対応状況は、別紙 5 の表 5 のとおり。これから、次のような集計結果が得

られる。 

・ 調査対象 223 件中 169 件（76%）が国際的ベンチマークに基づく評価を実施してい

る。なお、開始前、中間時及び終了時の評価の時点によって、特に対応状況の有

意な差は見受けられない。 

・ 経済産業省（64 件中 62 件、97%）、厚生労働省（4 件中 4 件、100%）、農林水産省（3

件中 3 件、100%）、総務省（28 件中 28 件、100%）、環境省（7 件中 7 件、100%）及び

防衛省（31 件中 31 件、100%）において実施割合が高くなっている。 
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（参考）大綱的指針（国際的ベンチマークに基づく評価の関連部分抜粋） 

（前略）評価項目に国際的なベンチマーク等を積極的に取り入れるなど研究開発評価に関して

も、実施体制や実施方法などの全般にわたり、評価が国際的にも高い水準で実施されるよう取り組

んでいく必要がある。 

 

 

５ 外部評価等の導入状況 

 

（１）調査対象件数 

本調査の対象件数は、別紙 5 の表 1 のとおり。 

（研究開発課題及び研究制度・プログラムの開始前評価 36 件、中間評価 139 件、

終了時評価 105 件の合計 280 件） 

 

（２）対応状況 

府省別の対応状況は、別紙 5 の表 6 のとおり。これから、次のような集計結果が得

られる。 

・ 調査対象 280 件中 68 件（24%）が内部評価を、159 件（57%）が外部評価を、53 件

（19%）で第三者評価を実施している。 

・ 経済産業省（64 件中 8 件、13%）及び防衛省（65 件中 60 件、92%）では、大綱的指針

改訂後も内部評価が実施されている。なお、経済産業省においては 2010 年度以降

外部評価に移行しており、防衛省においては分野により外部専門家が存在しない、

国家の安全保障上外部評価に馴染まない案件もあるが可能な限り外部評価を導

入していくとしている。 

 

（参考）大綱的指針（外部評価の関連部分抜粋） 

評価は、外部の専門家等を評価者とする外部評価により実施する。 
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研究開発課題（注 1）の評価の実施状況 

注 1）種別 2 が c（プロジェクト型研究等の研究開発課題）のもの 

 

表１：調査対象（注 2）件数 

区  分 開始前及び中間時の評価 終了時評価 

件数（件） 197 206 
注 2）調査対象として、2009 年度又は 2010 年度の予算額が 10 億円以上のもの又は平均単年度予算額が 5 億円

以上のもののうち、開始前評価及び中間評価の調査対象は 2001 年度以降開始したものを、終了時評価の

調査対象は 2001 年度以降終了したものとする。 

 

 

表２：府省別「開始前評価」実施状況 

府省名 件数 
開始前評価の実施状況 

開始前評価を実施したも

の 

開始前評価を実施しなか

ったもの 

文部科学省  41  39 2 

経済産業省  95  95 0 

総務省  18  18 0 

環境省   1   1 0 

防衛省  42  40 2 

合計 197 193 4 

注 3）調査対象に該当する研究開発案件を有する府省のみを記載。以下の表においても同様。 

 

 

表３：府省別「中間評価」実施状況 

府省名 件数 

中間評価の実施状況 

中間評価を実施したもの又は予定し

ているもの 

実施しなかったもの又は実施予定

がないもの 

開始 3 年以内に

実施したもの 

その他 実施期間が 5 年

未満のもの 

その他 

文部科学省  41  19 18  2 2 

経済産業省  95  60 16 19 0 

総務省  18  10  1  7 0 

環境省   1   1  0  0 0 

防衛省  42  24 12  6 0 

合計 197 114 47 34 2 

 

 

 

別紙 1 
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表４：府省別「終了時評価」実施状況 

府省名 件数 
終了時評価の実施状況 

実施済みのもの 実施予定があるもの 実施しなかったもの又

は実施予定がないもの

文部科学省  29  3   8 18（注） 

経済産業省 112 45  67       0 

厚生労働省   1  0   1       0 

農林水産省   1  1   0       0 

総務省  18 11   7       0 

環境省   1  0   1       0 

防衛省  44 15  29       0 

合計 206 75 113 18 

注）最終的には終了時の評価を行うこととしているものの、現時点では評価を実施する時期が未定のもの。 
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研究制度・プログラム（注 1）の中間時及び終了時の評価の実施状況 

注 1）種別 2 が a（競争的資金）又は b（公募型研究開発）のもの 

 

表１：調査対象（注 2）件数 

区  分 開始前及び中間時の評価 終了時評価 

件数（件） 76 66 
注 2）調査対象として、2009 年度又は 2010 年度の予算額が 10 億円以上のもの又は平均単年度予算額が 5 億円

以上のもののうち、開始前評価及び中間評価の調査対象は 2001 年度以降開始したものを、終了時評価の

調査対象は 2001 年度以降終了したものとする。 

 

 

表２：府省別「開始前評価」実施状況 

府省名 件数 
開始前評価の実施状況 

開始前評価を実施したも

の 

開始前評価を実施しなか

ったもの 

文部科学省 41 38 3 

経済産業省 23 23 0 

農林水産省  7 7 0 

総務省  2 2 0 

国土交通省  1 1 0 

環境省  2 2 0 

合計 76 71 5 

 

 

表３：府省別「中間評価」実施状況 

府省名 件数 

中間評価の実施状況 

中間時の評価を実施したもの又は予

定しているもの 

実施しなかったもの又は実施予定

がないもの 

開始 5 年以内に

実施したもの 

その他 実施期間が 5 年

未満のもの 

その他 

文部科学省 41 33 2 4 2 

経済産業省 23 17 3 3 0 

農林水産省  7  6 1 0 0 

総務省  2  2 0 0 0 

国土交通省  1  1 0 0 0 

環境省  2  2 0 0 0 

合計 76 61 6 7 2 

 

 

別紙 2 
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表４：府省別「終了時評価」実施状況 

府省名 件数 
終了時評価の実施状況 

実施済みのもの 実施予定があるもの 実施しなかったもの又

は実施予定がないもの

文部科学省 30 12 15   3（注） 

経済産業省 26  6 20 0 

農林水産省  8  3  5 0 

総務省  1  0  1 0 

国土交通省  1  0  1 0 

合計 66 21 42 3 

注）最終的には終了時の評価を行うこととしているものの、現時点では評価を実施する時期が未定のもの。 
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評価結果の公表及び評価の活用の実施状況 

 

表１：調査対象（注 1）件数 

項  目 開始前評価 中間評価 終了時評価 合計 

研究開発課題（注 2） 181 179 90 450 

研究制度・プログラム（注 3）  73  71 32 176 
注 1）調査対象として、2009 年度又は 2010 年度の予算額が 10 億円以上のもの又は平均単年度予算額が 5 億円

以上のもののうち、それぞれの評価を 2001 年度以降に実施したものとする。ただし、今後実施が予定されて

いる評価であって「評価結果の公表」及び「評価の活用」に関する計画が未定のものは除く。 

注 2）種別 2 が c（プロジェクト型研究等の研究開発課題）のもの。 

注 3）種別 2 が a（競争的資金）又は b（公募型研究開発）のもの。 

 

表２：「研究開発課題の評価の活用」の府省別実施状況（注 4） 

府省名 

評価の活用状況 

各段階の
評価（共

通） 

開始前評
価 

中間評価 終了時評価 

説明責任を

果たすため 

計画案の

改善・見直

し 

研究開発

の継続・中

止判断 

計画の見

直し 

次の研究

開発の企

画立案 

関連施策

等に活用

(注 5） 

研究開発

システム

改善 

文部科学省 107 / 107 32 / 32 65 / 65 54 / 65 10 / 10 10 / 10 4 / 10

経済産業省 193 / 198 61 / 89 60 / 64 58 / 64 40 / 45 41 / 45 40 /45

厚生労働省 3 / 3 - 2 / 2 2 / 2 1 / 1 1 / 1 1 / 1 

農林水産省 3 / 3 1 / 1 1 / 1 0 / 1 1 / 1 0 / 1 0 / 1 

総務省 47 / 47 18 / 18 11 / 11 11 / 11 18 / 18 18 / 18 18 / 18

環境省 3 / 3 1 / 1 1 / 1 1 / 1 1 / 1 1 / 1 1 / 1 

防衛省 59 / 89 40 / 40 35 / 35 35 / 35 14 / 14 0 / 14 0 / 14

合計 415 / 450 153 /181 175/179 161/179 85 / 90 71 / 90 64 / 90

注 4）各欄の「/」の左側の数値が対応件数、右側の数値が調査対象件数全体。次表も同じ。 

注 5）独立行政法人の場合には次期中期計画策定等に活用することを指す。次表も同じ。 

 

表３：「研究制度・プログラムの評価の活用」の府省別実施状況 

府省名 

評価の活用状況 

各段階の
評価（共

通） 

開始前評
価 

中間評価 終了時評価 

説明責任を

果たすため 

計画案の

改善・見直

し 

研究開発

の継続・中

止判断 

計画の見

直し 

次の研究

開発の企

画立案 

関連施策

等に活用

(注 5） 

研究開発

システム

改善 

文部科学省 94 / 95 38 / 38 36 / 36 36 / 36 20 / 21 20 / 21 3 / 21

経済産業省 48 / 50 9 / 23 15 / 21 13 / 21 2 / 6 2 / 6 2 / 6 

厚生労働省 2 / 2 - 2 / 2 2 / 2 - - - 

別紙 3 
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農林水産省 16 / 16 7 / 7 6 / 6 6 / 6 3 / 3 0 / 3 0 / 3 

総務省 5 / 5 2 / 2 2 / 2 1 / 2 1 / 1 1 / 1 1 / 1 

国土交通省 3 / 3 1 / 1 1 / 1 1 / 1 1 / 1 1 / 1 1 / 1 

環境省 5 / 5 2 / 2 3 / 3 3 / 3 - - - 

合計 173 / 176 59 / 73 65 / 71 62 / 71 27 / 32 24 / 32 7 / 32

 

表４：「研究開発課題の評価結果の公表」の府省別実施状況 

府省名 件数 
公表方法 公表内容（注 6） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

等で公表

照会に対し

て提示 

非公表 評価結果と

研究成果

評価結果

のみ 

評価実施

状況のみ

文部科学省 107 107  0 0  107 0 0 

経済産業省 198 197  0 1 197 0 0 

厚生労働省   3   3  0 0   3 0 0 

農林水産省   3   3  0 0   3 0 0 

総務省  47  47  0 0  44 3 0 

環境省   3   3  0 0   3 0 0 

防衛省  89  59 30 0  89 0 0 

合計 450 419 30 1 446 3 0 
注 6）「公表方法」のうちの「ホームページ等で公表」と「照会に対して提示」の数値の合計と、「公表内容」の各欄の

数値の合計が一致する。次表も同じ。 

注）開始前、中間、終了時評価の合計の数値である。 

 

表５：「研究制度・プログラムの評価結果の公表」の府省別実施状況 

府省名 件数 
公表方法 公表内容（注 6） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

等で公表

照会に対し

て提示 

非公表 評価結果と

制度実績

評価結果

のみ 

評価実施

状況のみ

文部科学省  95  95 0 0 95  0 0 

経済産業省  50  50 0 0 50  0 0 

厚生労働省   2   2 0 0  2  0 0 

農林水産省  16  16 0 0  9  7 0 

総務省   5   5 0 0  4  1 0 

国土交通省   3   3 0 0  2  1 0 

環境省   5   5 0 0  4  1 0 

合計 176 176 0 0 166 10 0 
注）開始前、中間、終了時評価の合計の数値である。 
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追跡評価の実施状況 

 

表１：各府省の追跡評価の実施状況 

府省名 追跡評価の考え方 
実施状況 

（実績、計画） 

文部科学省 

研究開発課題の特性に応じて、国費投入額が

大きい課題、重点的に推進する分野における課

題、成果が得られるまでに時間がかかる課題等と

いった主要な課題から対象を選定して実施する。 

2010 年度に 1 件実施予

定。 

2009 年度以前は実施

実績なし。 

経済産業省 

終了して数年経った技術に関する施策・事業の

うち、国費投入額が大きい、重点的に推進する分

野などの主要な研究開発課題から対象を選定して

実施する。 

実施時期は、施策・事業終了後、成果の産業社

会への波及が認められる時点とする。 

1999 年度から実施。 

2008 年度は 1 件、2009

年度は 2 件実施。 

2010 年度は１件実施予

定。 

厚生労働省 

厚生労働科学審議会科学技術部会にて報告す

る予定であり、方法については検討中。 

大規模臨床介入研究に

ついて、2011 年度以降終

了する課題の成果につい

て毎年実施予定。 

農林水産省 

 研究成果単位で、普及活用状況を把握するため

に、農林水産省の研究資金（所管の試験研究独立

行政法人への運営費交付金、委託プロジェクト研

究、競争的資金等）を活用して行われた研究開発

の主要な成果を対象に、研究成果発表後、概ね５

年の間、毎年度実施。 

2006 年度は 823 件、

2007 年度は 968 件、2008

年度は 813 件実施。 

総務省 

（注 1） 

研究開発終了時に定めた目標を達成見込みと

なった課題あるいは今後達成が困難と見込まれる

課題より、順次追跡評価を実施する。 

研究開発終了時に定めた目標の達成状況につ

いて、毎年簡易調査を実施し、目標の達成が見込

まれる課題あるいは今後達成が困難と見込まれる

課題については、外部機関による詳細調査を実施

する。これら詳細調査の資料を活用し、総務省によ

る外部評価を実施する。 

2010 年度より追跡評価

を実施。 

防衛省 

技術研究に関しては研究完了後原則として 5 年

から 10 年後に当該研究が装備品等の開発にどの

ように役立っているかについての調査に基づき、技

2003 年度に、試行とし

て、「艦載用新射撃指揮

装置（FCS-3）」、「装輪装

別紙 4 
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術開発に関しては部隊配備後原則として 1 年程度

を経て部隊での状況（使用状況、調達価格等）の

調査に基づき、訓令で定める技術評価委員会の委

員長が指定する研究開発項目について実施する。

甲車」の 2 件実施。 

2010 年度に 3 件実施予

定。 

注 1)総務省では、上記と異なる方法で追跡評価を行う予定の研究開発課題もある。 

注 2）追跡評価を実施する府省のみを記載。 
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表２：主な研究開発法人の追跡評価の実施状況 

法人名 所管省名 追跡評価の考え方 
実施状況 

（実績、計画） 

防災科学技

術研究所 
文部科学省 

研究開発課題の特性に応じて、国

費投入額が大きい課題、重点的に推

進する分野における課題、成果が得ら

れるまでに時間がかかる課題等といっ

た主要な課題から対象を選定する。 

実施時期は未定。 

宇宙航空研

究開発機構 
文部科学省 

研究開発課題の特性に応じて、国

費投入額が大きい課題、重点的に推

進する分野における課題、成果が得ら

れるまでに時間がかかる課題等といっ

た主要な課題から対象を選定する。 

実施時期は未定。 

NEDO 経済産業省 

2001 年度以降に終了したナショナ

ルプロジェクトについて、全件を対象に

実施。隔年調査により終了後５年間の

状況を把握。 

プロジェクトが及ぼした経済的、社

会的効果等について、プロジェクト終

了後の簡易追跡調査、及び必要に応

じて実施する詳細追跡調査により把

握。これらの調査結果に基づき評価を

行う。 

2004 年度は 56 件、

2005 年度は 110 件、

2006 年度は 168 件、

2007 年度は 154 件、

2008 年度は 105 件、

2009 年度は 123 件実

施。 

 2010 年度は 90 件実

施予定。2011 年度以

降も終了後 1 年目、2

年目、4 年目、6 年目

のプロジェクトについ

て実施予定。 

情報通信研

究機構 
総務省 

2010 年度中に検討。 実施時期は未定。 

国立環境研

究所 
環境省 

「子どもの健康と環境に関する全国

調査（エコチル調査）」として、21 年間

（リクルート 3 年、追跡 13 年、解析 5

年）の調査を予定。 

調査結果や企画評価委員会におけ

る評価を踏まえ、事業終了後、適切な

方法で追跡評価行う予定。 

実施時期は未定。 

注 3）2009 年度又は 2010 年度の予算額が 10 億円以上又は平均単年度予算額が 5 億円以上の研究開発課題を

実施する研究開発法人のみを記載。 
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国の研究開発評価に関する大綱的指針の改訂箇所（注 1）への対応状況 

注 1）改定箇所として「海外の専門家を評価者として活用」、「被評価者の自己点検結果の活用」、「国際的ベンチ

マークに基づく評価」、「次に切れ目なくつなげるための終了前評価」の４項目に対する対応状況を調査。 

表１：調査対象（注 2）件数 

項  目 開始前評価 中間評価 終了時評価 合計 

終了前評価   178 178 

自己点検 35 108  46 189 

海外専門家 35 103  46 184 

国際的ベンチマーク 36 129  58 223 

外部評価 36 139 105 280 
注 2）調査対象として、2009 年度又は 2010 年度の予算額が 10 億円以上のもの又は平均単年度予算額が 5 億円

以上のもののうち、それぞれの評価を 2008 年 10 月以降に実施したものとする。ただし、今後実施が予定され

ている評価であって本項目の内容が未定のものは除く。 

注 3)項目毎に計画が未定の場合があること、内部評価を行う場合は自己点検や海外専門家の活用が該当しない

こと、省によって実施する研究開発の特性上海外専門家の活用が該当しないこと等の理由により、自己点検、

海外専門家、国際的ベンチマーク及び外部評価の調査対象件数は必ずしも一致しない。 

 

表２：「次に切れ目なくつなげるための終了前評価」の府省別対応状況 

府省名 

対応状況 評価結果の活用方法 

件数（注 4） 割合 
次の研究開発の

企画立案 

（件数） 

研究開発関連施

策の企画立案 

（件数） 

研究開発システ

ム改善 

（件数） 

文部科学省 11 / 21  52 % 10 10 4 

経済産業省 5 / 92   5 %  2  2 2 

厚生労働省 0 / 1   0 % - - - 

農林水産省 4 / 4 100 %  0  0 0 

総務省 8 / 17  47 %  8  8 8 

環境省 1 / 1 100 %  1  1 1 

防衛省 0 / 42   0 % - - - 

合計 29 / 178  16 % 21 21 15 
注 4）件数の欄は「/」の左側の数値が対応件数、右側の数値が調査対象件数全体。 

注）後継事業が必要なかったため実施しなかった場合も含まれている。 

 

表３：「被評価者の自己点検結果の活用」の府省別対応状況（注 5） 

府省名 
開始前評価の

対応状況 
（件数） 

中間評価の対
応状況 
（件数） 

終了時評価の
対応状況 
（件数） 

合計 

件数 割合 

文部科学省 4 / 14 47 / 58 12 / 13 63 / 85 
74 

% 

経済産業省 5 / 17 24 / 25 14 / 14 43 / 56 77 %

厚生労働省 - 3 / 3 1 / 1 4 / 4 100 %

別紙 5 
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農林水産省 - 3 / 3 - 3 / 3 100 %

総務省 0 / 2 9 / 9 9 / 17 18 / 28 64 % 

国土交通省 - 1 / 1 - 1 / 1 100 %

環境省 1 / 2 4 / 4 1 / 1 6 / 7 86 % 

防衛省 - 5 / 5 - 5 / 5 100 %

合計 10 / 35 96 / 108 37 / 46 143 / 189 76 % 

注 5）件数の欄は「/」の左側の数値が対応件数、右側の数値が調査対象件数全体。 

 

表４：「海外の専門家を評価者として活用」の府省別対応状況（注 6） 

府省名 
開始前評価の

対応状況 
（件数） 

中間評価の対
応状況 
（件数） 

終了時評価の
対応状況 
（件数） 

合計 

件数 割合 

文部科学省 0 / 14 10 / 58 0 / 13 10 / 85 12 %

経済産業省 16 / 17 23 / 25 14 / 14 53 / 56 95 %

厚生労働省 - 3 / 3 1 / 1 4 / 4 100 %

農林水産省 - 3 / 3 - 3 / 3 100 %

総務省 0 / 2 0 / 9 0 / 17 0 / 28 0 %

国土交通省 - 0 / 1 - 0 / 1 0 %

環境省 2 / 2 4 / 4 1 / 1 7 / 7 100 %

合計 18 / 35 43 / 103 16 / 46 77 / 184 42 %

注 6）件数の欄は「/」の左側の数値が対応件数、右側の数値が調査対象件数全体。 

 

表５：「国際的ベンチマークに基づく評価」の府省別対応状況（注 5） 

府省名 
開始前評価の

対応状況 
（件数） 

中間評価の対
応状況 
（件数） 

終了時評価の
対応状況 
（件数） 

合計 

件数 割合 

文部科学省 7 / 14 22 / 58 5 / 13 34 / 85 40 %

経済産業省 17 / 18 31 / 32 14 / 14 62 / 64 97 %

厚生労働省 - 3 / 3 1 / 1 4 / 4 100 %

農林水産省 - 3 / 3 - 3 / 3 100 %

総務省 2 / 2 9 / 9 17 / 17 28 / 28 100 %

国土交通省 - 0 / 1 - 0 / 1 0 %

環境省 2 / 2 4 / 4 1 / 1 7 / 7 100 %

防衛省 - 19 / 19 12 / 12 31 / 31 100 %

合計 28 / 36 91 / 129 50 / 58 169 / 223 76 %

注 5）件数の欄は「/」の左側の数値が対応件数、右側の数値が調査対象件数全体。 
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表６：「外部評価等の導入」の府省別対応状況 

府省名 件数 
評価体制 

内部評価 外部評価 第三者評価 

文部科学省 101      0  53 48 

経済産業省  64      8（注）  54  2 

厚生労働省   4      0   3  1 

農林水産省   9      0   9  0 

総務省  28      0  26  2 

国土交通省   2      0   2  0 

環境省   7      0   7  0 

防衛省  65 60（注）   5  0 

合計 280 68 159 53 
注）経済産業省においては 2010 年度以降外部評価に移行しており、防衛省においては分野により外部専門家が

存在しない、国家安全保障上外部評価に馴染まない案件もあるが可能な限り外部評価を導入していくことと

している。 

注）開始前、中間、終了時評価の合計の数値である。 
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研究開発評価の実施状況に関する各省への質問事項と回答 

 

「文部科学省への質問事項」回答 

 

Ⅰ 研究開発の評価の実施状況 

 

質問 研究開発課題の開始前評価が、調査対象の 41 件のうち 2 件で実施されてい

ないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

当該案件は主に、従来から実施していた複数の研究開発事業を統合・再編した事

業であり、旧事業の開始前に評価を実施していたため、再編時に改めて開始前評価

を実施することとはしなかった。 

 

 

質問 研究開発課題の中間評価が、調査対象の 41 件のうち 2 件で実施期間 5 年を

超えても実施が予定されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

当該案件は主に、今後の状況等を踏まえて本格的な開発スタートの時期を設定す

る予定であり、現時点では、中間評価の実施時期は決定していない。 

 

 

質問 研究開発課題の中間評価が、調査対象の 41 件のうち 18 件で開始 3 年以内

に実施又は予定されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」において、研究開発課題

の実施期間が長期にわたる場合には、3年毎を目安に中間評価を実施することとして

いる。当該 18 件の多くは、同指針に基づき、開始から 3 年経過以降に中間評価を実

施、又は、実施が予定されている。 

 

 

 

 

参考 
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質問 研究開発課題の終了時評価が、調査対象の 29 件のうち 18 件が実施又は予

定されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

当該 18 件の多くは、宇宙開発プロジェクト、原子力関連研究等の研究開発とその

後のシステム運用が一体となった長期間にわたる事業である。これらの事業におい

ては、システム運用終了時点までの事業全体の管理を行う上で、研究開発の進捗状

況を見つつ、評価の実施時期を適宜決定することとしている。そのため、これらの事

業については、最終的には終了時の評価を行うこととしているものの、現時点では評

価を実施する時期まで決定していない。 

 

 

質問 研究制度・プログラムの開始前評価が、調査対象の 41 件のうち 3 件で実施さ

れていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

当該案件は主に、従前、文部科学省で実施してきた制度（旧事業）を、科学技術振

興機構へ移管して実施しているものであり、旧事業の開始前に評価を実施していた

ため、移管時に改めて開始前評価を実施することとはしなかった。 

 

 

質問 研究制度・プログラムの中間評価が、調査対象の 41 件のうち 2 件で実施期間

5 年を超えても実施が予定されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

当該 2 件は、定められた事業運用基本方針に基づき、適切に評価を実施すること

としているものの、現時点では評価を実施する時期まで決定していない。 

 

 

質問 研究制度・プログラムの終了時評価が、調査対象の 30 件のうち 3 件で実施又

は予定されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

当該 3 件は、定められた事業運用基本方針に基づき、適切に評価を実施すること

としているものの、現時点では評価を実施する時期まで決定していない。 

 



 28

Ⅳ 大綱的指針の改定点への対応状況 

 

質問 終了前評価について、調査対象の 21 件のうち 11 件しか実施されていない

が、その理由は何か。 

 

【回答】 

 「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」において、事後評価は、

その成果等を次の研究開発課題や施策につなげていくために必要な場合には、課題

の終了前に実施し、その評価結果を次の課題の企画立案等に活用するとしている。

終了前評価を実施しなかった 10 件については、終了前評価では目標に対する達成

状況等を評価することができないもの、後継プロジェクトがないもの等であるため、そ

のような事業の特性を踏まえて、同指針に基づき、終了時の評価を事業終了後に実

施した、又は、実施する予定としている。 

 

 

質問 開始前評価における自己点検結果の活用について、調査対象の 14 件のうち

4 件しか実施されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

自己点検が活用されていない 10 件については、外部の研究機関への資金配分に

より実施している事業であるが、開始前評価の時点では被評価者に当たる事業を実

施する研究機関が決まっていないため、被評価者による自己点検という概念が存在

しないものと考えた。 

 

 

質問 海外の専門家の評価者としての活用について、調査対象の 85 件のうち 10 件

しか実施されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」において、世界的な視点

での評価を進めることとしている。しかしながら、世界的な視点での評価を推進する

上で、海外の専門家を評価者として活用するためには、研究アイディアの流出などの

課題もあることから、文部科学省では、我が国にふさわしい世界的な視点での評価の

あり方を検討することとしている。 
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質問 国際的ベンチマークに基づく評価について、調査対象の 85 件のうち 34 件しか

実施されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」において、世界的な視点

での評価を進めることとしている。しかしながら、世界的な視点での評価を推進する

上で、国際的ベンチマークに基づく評価を実施するためには、日本と海外との背景の

違い、研究分野の違いなどの課題もあることから、文部科学省では、我が国にふさわ

しい世界的な視点での評価のあり方を検討することとしている。 
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「経済産業省への質問事項」回答 

 

Ⅱ 評価の活用及び評価結果の公表の状況 

 

質問 研究開発課題の開始前評価の結果の計画案の改善・見直しへの活用につい

て、調査対象の 89 件のうち 61 件となっているが、その理由は何か。 

 

【回答】 

評価結果について検討した結果、原課として計画案の改善・見直しをする必要がな

いと判断したものである。 

なお、全ての開始前評価において、計画案の改善・見直しの必要性を判断する上

では、評価結果を活用している。 

 

 

質問 研究制度・プログラムの評価の活用について、開始前評価について 23 件中 9

件と低い理由は何か。 

 

【回答】 

評価結果について検討した結果、原課として計画案の改善・見直し等をする必要

がないと判断したものである。 

なお、全ての評価において、計画案の改善・見直し等の必要性を判断する上では、

評価結果を活用している。 

 

 

質問 研究開発課題の評価結果の公表について、調査対象の 198 件のうち 1 件が

非公表となっているが、その理由は何か。 

 

【回答】 

当該 1 件については、プロジェクト担当部署がマネジメントの一環として自主的な内

部評価及びプロジェクト見直しを行ったものであるが、評価結果の中には、知的財産

権保護等の観点から、非公開とするべき技術情報も含まれていることから非公表とし

た。 
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Ⅳ 大綱的指針の改定点への対応状況 

 

質問 終了前評価について、調査対象の 92 件のうち 5 件しか実施されていないが、

その理由は何か。 

 

【回答】 

終了前評価は、研究開発の成果を切れ目なく次の事業へ反映させることが目的の

ため、後続事業の計画がある場合を主な対象として実施している。一方、後続事業が

計画されていない場合については、終了後に評価を実施している。 

 

 

質問 開始前評価における自己点検結果の活用について、調査対象の 17 件のうち

5 件しか実施されていないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

自己点検が活用されていない 12 件については、外部の研究機関への委託により

実施している事業であるが、開始前評価の時点では被評価者に当たる委託先の研

究機関が決まっていないため、被評価者による自己点検という概念が存在しないも

のと考えた。 

 

 

質問 海外の専門家の評価者としての活用について、調査対象の 56 件のうち 53 件

において実施されているが、海外専門家としてどのような者を選定しているのか。

具体的にどのような方法で海外専門家を招聘・選定しているのか。評価運営上、

工夫している点や課題はあるか。 

 

【回答】 

経済産業省において海外の専門家とは、外国人や海外在住の日本人に限らず、

海外でも活躍している専門家・当該分野の海外での動向に詳しい専門家を選定して

いる。なお、現在評価者はすべて日本人であり、評価運営上、工夫している点や課題

は特段ない。 
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質問 外部評価等の導入状況について、調査対象 64 件のうち 8 件において内部評

価を実施しているが、その理由は何か。 

 

【回答】 

開始前評価の 1 件については、補正予算で立ち上げた事業のため、外部評価を行

う時間的猶予が無く、内部評価で実施した。 

中間評価の 7 件については、公募型研究開発であり、その中で採択される個別の

研究開発課題については外部評価を実施しているものの、プログラムとしては必要に

応じてユーザーや外部有識者へのアンケートやヒアリングを取り入れつつ内部評価を

行った。 

なお、大綱的指針の改正に伴い、実施期間を定めていない公募型研究開発につ

いては、5 年ごとを目安に外部評価を実施する。 
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「厚生労働省への質問事項」回答 

 

Ⅳ 大綱的指針の改定点への対応状況 

 

質問 海外の専門家の評価者としての活用について、調査対象の 4 件のうち 4 件に

おいて実施されているが、海外専門家としてどのような者を選定しているのか。具

体的にどのような方法で海外専門家を招聘・選定しているのか。評価運営上、工

夫している点や課題はあるか。 

 

【回答】 

評価の国際標準化の趣旨を踏まえると、例えば、国際学会の委員会役員経験者、

国際学術誌及び国内英語版学術誌の査読経験者が相当するとして、該当者につい

ては評価委員会に含めている。 
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「農林水産省への質問事項」回答 

 

Ⅳ 大綱的指針の改定点への対応状況 

 

質問 海外の専門家の評価者としての活用について、調査対象の 3 件のうち 3 件全

てにおいて実施されているが、海外専門家としてどのような者を選定しているの

か。具体的にどのような方法で海外専門家を招聘・選定しているのか。評価運営

上、工夫している点や課題はあるか。 

 

【回答】 

研究開発評価を行う農林水産技術会議評価専門委員会では、評価者として、国際

機関（JICA）に勤務経験（３年）を有する学識経験者（日本人）、海外の研究開発動向

についての情報収集・提供に携わっている有識者（日本人）、海外の知財戦略に精通

した有識者（日本人）を選定している。   

これらの者を含め、現在の評価専門委員会の専門委員は、農林水産業・食品産業

分野の研究開発等に精通した専門家等の中から、活動経歴等の情報収集を行った

上で、候補者（複数）の名簿を作成し、当該名簿の中から選定した。 

本年８月に開催した評価専門委員会では、これらの委員から海外の研究開発動向

等に関する知見を基に助言や指摘を頂いたところである。 

 



 35

「総務省への質問事項」回答 

 

Ⅳ 大綱的指針の改定点への対応状況 

 

質問 終了前評価について、調査対象の 17 件のうち実施が 8 件となっているが、そ

の理由は何か。 

 

【回答】 

評価結果を次の研究開発に切れ目なくつなげていくために必要がある場合には、

終了１年前に実施する継続評価（注）の結果を活用する等の取り組みをしているとこ

ろ。 

 

注） 継続評価：毎年度の契約更新に当たり、研究開発の実施状況及び次年度の実施計画案等

について評価を行い、予算要求を含めた措置を行うもの。 

 

 

質問 海外の専門家の評価者としての活用について、調査対象の 28 件のうち実施

が 0 件となっているが、その理由は何か。 

 

【回答】 

 現在の評価者は海外の専門家ではないものの、諸外国の技術動向に明るい人材

を選定している。 

今後、海外の専門家の評価者への活用について検討を進める所存。 
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「環境省への質問事項」回答 

 

Ⅳ 大綱的指針の改定点への対応状況 

 

質問 海外の専門家の評価者としての活用について、調査対象の 7 件のうち 7 件全

てにおいて実施されているが、海外専門家としてどのような者を選定しているの

か。具体的にどのような方法で海外専門家を招聘・選定しているのか。評価運営

上、工夫している点や課題はあるか。 

 

【回答】 

過去の評価においては、評価者は全て日本人から選定している。 

「環境省研究開発評価指針」（平成 21 年 8 月 28 日、総合環境政策局長決定）にお

いて、海外の専門家には海外経験の豊富な研究者等を含むものと整理しているとこ

ろ、海外においても評価を受けている経験豊富な研究者に評価者として参画していた

だき、評価項目に国際的なベンチマーク等を積極的に取り入れるなど、国際競争・協

調の観点や研究開発水準の国際比較等の観点からの評価も行っている。 

 なお、今後、日本語による評価を行えない海外の外国人専門家を評価者として参画

させる場合、評価委員会への出席にあたり、資料を翻訳する必要があること、委員会

に通訳を手配する必要があること、日程の確保が困難であること、委員会出席にあた

り支給する旅費が高額になること等が課題となると考えている。 
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「防衛省への質問事項」回答 

 

Ⅱ 評価の活用及び評価結果の公表の状況 

 

質問 研究開発課題の評価の活用について、説明責任を果たすための活用が調査

対象の 89 件のうち 59 件しかないが、その理由は何か。 

 

【回答】 

中間評価については、開始時の評価から、新たに外部評価を実施するなど変更の

あったものについては公表を行っているが、それ以外は公表をしていない。 

 

 

質問 研究開発課題の評価の活用について、終了時評価の活用のうち関連施策等

及び研究開発システム改善への活用が調査対象の 14 件のうちともに 0 件となっ

ているが、その理由は何か。 

 

【回答】 

防衛省における研究開発は自衛隊の装備品開発を目的としており、評価対象の 

１４件については評価結果を活用すべきそれ以外の関連施策等及び研究開発システ

ム改善に該当するものがないため。 

 

 

Ⅳ 大綱的指針の改定点への対応状況 

 

質問 終了前評価について、調査対象の 42 件のうち実施が 0 件となっているが、そ

の理由は何か。 

 

【回答】 

防衛省は、自衛隊の使用する装備品等の開発を行っており、一般的に開発が失敗

しない限り開発は終了し、次の研究開発段階は存在しない。量産の可否を判断する

ため、中間評価を実施することはあるが、終了評価は開発終了後に別途必ず実施し

ている。自衛隊の使用する装備品等に係る研究については、次の研究開発に進むた

めに必要に応じ中間評価を行っており、その場合でも研究終了後の中量評価を別途

必ず実施している。すなわち、終了前評価としては、必要に応じ中間評価を実施する

ものの、終了後には必ず終了評価を実施している。 
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質問 外部評価等の導入状況について、調査対象65件のうち60件において内部評

価を実施しているが、その理由は何か。 

【回答】 

防衛省の装備品等に用いられる技術は、分野によっては特殊性が強いために評価

の客観性が担保できる外部の専門家が必ずしも存在しない。また、国家の安全保障

の観点からすべてを外部評価とすることには馴染まないため、可能な案件について

外部評価を実施している。 

今後とも、防衛省は可能な限り外部評価を実施する努力を進めていく。 

 


